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品を扱う企業の認識等，「日本旅行」の実態やこの関連で

の課題及び対策についての調査・検討が十分になされ

てきたとは言い難い．

そこで，筆者の先行研究である「外国人観光客の観光

行動の把握手法の試行及びその結果の分析について」

においては，訪日外国人旅行者の日本における観光行動

（特に観光ルート及びスポット）の把握手法の試行及びそ

の結果の分析を行ったところである．この度，先行研究

において対象としていなかった部分について研究を行

い，両研究を用いて，概ね10年～15年後にわたって安

定的に旅行者を確保していくことを念頭におきつつ，外

国人旅行者の訪日促進における現状，当面の課題及び

対策をできる限り具体的に明かにすることに取り組む．

2――「国際観光」の現状

2.1  日本の国際観光を巡る現状

「平成17年版観光白書」では，「外国人旅行者受入数の

国際ランキングを国際比較できる平成15年でみてみると，

日本の521万人は世界で32位であり，アジアの中でも7位

と，中国，マレーシア，タイ，シンガポールといった国々の

後塵を拝している」とされている．このように「日本は世界

の中で人気がない国である」旨の論調の報告や新聞報

道等がなされることが一般的である．注1）しかし，このよ

うな「日本は人気がない」といった評価について，競争条

件は同じであるか？　本当に日本は人気がないのか？

といった疑問が生じる．

1――はじめに

近年，政府をはじめ，外国人観光客の訪日促進への取

組みが活発化している．外国人観光客の訪日促進は，経

済効果，国際相互理解の推進，地域の活性化といった点

で非常に意義があるが，効果的かつ効率的な取組みを

行うためには，我が国・地域の現状，課題及び対策につ

いての調査・分析が不可欠である．

国際観光に関する最近の研究については，都道府県

や市町村など特定の地域における観光振興を研究する

もの2）～7），観光地の目指すべき方向，観光地の評価指標を

研究するもの8）～10），外国人旅行者の訪日促進における問

題，対策等を研究するもの4），6），7），11）～20），観光地における

交通事情，対策等を研究するもの3），5），6），21），旅行商品の

比較，分析を行うもの17），22），リピーターの形成要因等を分

析するもの12），23），その他の外国文献24）～38）等がある．また，

外国人旅行者の訪日促進に関する政府及び関係機関の調

査・統計として，法務省の「入国管理統計」，国土交通省の

「ビジットジャパンキャンペーン事前調査」39），（独）国際観光

振興機構（JNTO）の「訪日外国人旅行者調査」40）等がある．

しかし，これらの観光研究等は，外国人旅行者や外国

旅行代理店へのアンケートから，最も満足した活動，不

満を持った事項を明らかにすることにより，日本又は当該

地域の外国人旅行者の訪問促進の課題及び対策を提言

しているものが多く，実際に諸外国・地域で販売されて

いる「日本旅行」と他の外国旅行と比較した場合の日本の

魅力，外国人旅行者の日本国内における行動，実際に商
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2002年の国際観光客の地域間流動を見ると（図―1），

ヨーロッパからヨーロッパの他の国への旅行者の割合が

50.1％，アジア・太平洋地域からアジア・太平洋地域の

他の国への旅行者の割合が14.6％，米州から米州の他

の国への旅行者の割合が12.2％となっている．

これは，「外国旅行」（或いは国際観光）と言われるもの

の大部分は，限定された範囲で行われていること，その約

半分は，ヨーロッパ域内で行われていることを示している．

このため，世界ランキングの観点から言えば，ヨーロッパの

国が有利に，他の地域の国が不利になるのは当然である．

次に，アジアにおける「外国旅行」については，長らく

日本発の外国旅行者数が圧倒的に多かったが，「外国旅

行」がアジア域内という限られた範囲の中で行われるこ

とが多いことと合わせて考えると，国際観光客到着数の

アジアランキングとの関係では，日本以外の国に有利であ

り，日本は不利である．また，近隣国・地域（韓国，台湾，

香港）における，2002年の観光目的での外国旅行目的地

のランキングを見ると（表―1），日本は，韓国及び台湾か

らの外国観光旅行の目的先として第2位，香港からは第3

位であり，実は，観光目的での外国旅行の目的地として，

近隣国・地域では日本の人気が高いことが示されている．

以上により，国際観光客到着数の世界ランキングやアジ

アランキングから，単純に「日本は人気がない」と評価する

べきではなく，認識を改めることが必要であると言える．

2.2  日本の国際観光における問題点

近年の訪日外国人旅行者数注2）は，ほぼ右肩上がりで順

調に増加しているが，その内訳を国籍別に見ると（図―2），

中国及び韓国からの旅行者の増加が，近年の順調な伸び

の主たる要因であることを示している．また，国籍別の割

合を目的毎に見ると，総数においては韓国人，台湾人及び

アメリカ人の旅行者の割合が高く，観光目的では特に韓国

及び台湾からの旅行者の割合が高い（50％を超える）こと

から，わが国は，特に観光目的での訪日外国人旅行者数に

ついて，特定の国籍の旅行者に依存している状況にある．

一方，東アジア諸国・地域における，訪日観光のシェ

ア（観光目的での訪日旅行者数/外国旅行者数，図―3）

は，微減又は横ばいで推移し，中国での数値は極めて低
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資料  ：JNTO国際観光白書2004/2005年版を基に作成
図注1：各国への到着者数の積上数を基に算出したもので，2003年9月現在の暫定値．
図注2：「アジア・太平洋」には南アジアの数値も含まれている．
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■図―1 2002年国際観光客の地域間流動
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資料：独立行政法人国際観光振興機構資料より作成
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■図―2 国籍・地方別訪日外国人旅行者数の推移
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資料 ：各国・地域政府観光当局資料より作成
図注1：観光目的での訪日旅行者数については独立行政法人国際観光振興機構（JNTO）
  のデータ（受入国側）を，各国・地域からの外国旅行者数については，各国・
  地域政府観光当局のデータ（発地国側）を用いて算出している．
図注2：中国からの外国旅行者数には，香港，マカオへの旅行者数が含まれている．
図注3：香港からの外国旅行者数には，中国，マカオへの旅行者数は含まれていない． 
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■図―3 東アジア諸国・地域での訪日観光シェアの推移
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資料 ：各国・地域政府観光当局資料より作成
表注1：韓国については，韓国の目的別外国旅行者数のデータ．台湾及び香港について
  は受入国のデータ．
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■表―1 2002年の近隣国・地域における国観光旅行目的地ラン
キング
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い．つまり，訪日外国人旅行者数という数だけを考えて

みれば，ほぼ一貫して増加しているが，大半を占める観

光目的での旅行者のシェアをみると，必ずしも右肩上が

りではない．

以上のことから，

・特に観光目的での訪日外国人旅行者の集客について

韓国人及び台湾人に依存している

・近年の大幅な訪日外国人旅行者数の伸びは韓国人及

び中国人旅行者の増加によるもの

・東アジア諸国・地域における訪日観光シェアは必ずし

も右肩上がりではない

といった問題点を指摘することができる．

2.3  リピーターの確保の重要性

近年の日本人の目的地別外国旅行者数の推移を見る

と（図―4；2002年における日本人外国旅行者到着数上

位5か国・地域注3）を対象とした．），日本人に選ばれる目

的地が年によって大きく変わること，中国及び韓国への

旅行者数の増加が顕著であること，ハワイへの日本人旅

行者数の近年の落ち込みが顕著であることが分かる．

図―5は，日本人のハワイ旅行における変化を訪問回

数との関係で分析するため，「何回目の訪問の方がどの

くらいの数になるのか」を1998年と2002年を対比して示

したものである．この図より，

・「1回目のハワイ旅行者」が減少している（これは，ハ

ワイには行ったことがあるという方が増えたということ

も意味している．）

・次に，「2回目以上のハワイ旅行者（リピーター）」の数は

殆ど変わっておらず，リピーターを増やせていない

ことが分かる．つまり，「1回目の旅行者」が減少している

ことに加えて，「2回目以上の旅行者（リピーター）」を増や

せていないことが，ハワイへの日本人旅行者数の減少の

原因である．

このハワイの例を基に，リピーター確保について分析

を進める．そもそも旅行には，流行・廃りがあり，受入側

にとって，到着する旅行者の総数が増えていない中で，

リピーターの割合が高まっているということは，実は「リ

ピーター数を伸ばし続けていくことができていない」状

況である．単に旅行者数を伸ばし続けることだけが大事

ではないが，「第1回目の旅行者」を集客することに加え，

「リピーターの数」を維持又は増やしていかなければ，受

入側は安定的に旅行者（顧客）を獲得していくことは難し

い．しかしながら，（株）ツーリズムマーケティング研究所

（JTM）「海外旅行志向調査」における，二者択一による日

本人の旅行スタイルの希望についての調査結果を見る

と，「かつて行ったところへ何回も旅行したい」と回答し

た方の割合が15.7％，「毎回違ったところへ旅行したい」

と回答した方の割合が71.4％であった．この結果は，希

望についての二者択一の調査であるため，実際の旅行

行動を反映するものではないが，リピーターを確保するこ

との難しさを示している．受入国・地域は，安定的に旅

行者を獲得していくためには，何回目の旅行者が増えて

いるのか，減っているのかに注目する必要がある．

一方，日本を訪れる外国人旅行者に占めるリピーター注4）

の割合の近年の推移をアジア各国・地域別に見ると

資料 ：独立行政法人国際観光振興機構（JNTO）資料及び「JTB REPORT」各年版
  を基に作成
図注1：日本人のハワイへの旅行者数にハワイへの再訪回数のデータ（JTB REPORT
  より）を乗じて算出． 
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■図―5 ハワイを訪れた日本人のハワイ訪問回数の内訳
（1998年，2002年）
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資料 ：独立行政法人国際観光振興機構資料より作成
図注1：世界観光機関（WTO），太平洋アジア観光協会（PATA），各国政府
  観光当局資料より作成
図注2：受入国側の統計を基に算出している．各国・地域により統計基準が
  異なるため，同一指標として各国・地域での比較はできない．
図注3：米国への日本人旅行者数については，ハワイ，グアムへの旅行者数
  は含まれていない． 
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（図―6），韓国，台湾及び香港からのリピーターの割合が

高いことが分かる．さらに，韓国からは低下傾向，すなわ

ち，「第1回目の日本旅行者」が増えており，香港及び台湾

は増加傾向，すなわち，「第1回目の日本旅行者」が減少し

ている．この期間の香港及び台湾からの「日本旅行者の

総数」は横ばいである（図―2）ことから，日本はこれらの

地域からのリピーターの獲得が不十分であるか，この地

域からの「第1回目の旅行者となるべき者」が少なくなっ

ている可能性があることが分かる．したがって，我が国が

安定的に旅行者を獲得していくためには，「新規の顧客を

獲得し，そしてリピーターも獲得する」ことを基本としつつ，

国・地域ごとに戦略を持って臨まなければならない．

2.5  国際観光の現状のまとめ

まず我が国の現状の認識を改めることが必要である．

日本は人気がない国ではないが，東アジア諸国・地域に

おける顧客獲得競争で優位に位置しているわけではな

い．今後，長期に渡って旅行者を獲得し，旅行者到着数

を増やしていくためにはリピーターの獲得が極めて重要

であるが，香港及び台湾市場でリピーターを十分には獲

得できていない（今後第1回目の旅行者となる者は少な

い）可能性がある．

3――外国人旅行者の訪日促進の課題及び対策

3.1 「日本旅行」の実態

「日本旅行」の実態については，筆者の先行研究「訪日

外国人観光客の観光行動の把握手法の試行及びその結

果の分析について」1）において記述しているところであ

るが，本論文において必要な分析結果を3.1.1及び3.1.2

において示す．

3.1.1  旅行日数及び競争状況

販売されている日本ツアーの日数について見ると，香

港及び台湾で販売されている日本ツアーは4泊5日及び6

泊7日で大半を占め，2泊3日の日本ツアーが販売されて

いるのは韓国においてのみであった．すなわち，旅行代

理店がどの程度の日数の日本ツアーを販売すべきと考え

ているか，そして，実際に顧客が選択できる日本ツアーに

ついて，香港及び台湾で選択できるものと，韓国におい

て選択できるものでは日数の点で相違がある．

3.1.2  観光ルート及びスポット

観光ルート及びスポットについて，分析の結果のうち

主なものを挙げると以下のとおりである．

・立ち寄るツアーの本数が少ない都道府県は，香港，台

湾及び韓国の3市場でかなりの程度共通している

・特に，香港及び台湾の日本ツアーでは，一つの都道府

県のみで完結するツアーが極めて少なかった．

・中国地方及び四国地方については，ほとんどツアー

に選択されていない．一方で，埼玉県や佐賀県につ

いては，「素通りされている」状態にあった．

・観光ルートは基本的に国道又は高速道路沿いに形成

され，観光スポット間の移動のほとんどがバス利用

であり，鉄道を利用した移動は極めて少なかった．

・「日本の魅力」を有すると日本人が思う観光スポッ

トがより多く選択されたわけではない．

・香港又は台湾で販売されていた日本ツアーと日本人

向け国内ツアーとについての大まかな比較を行った

ところ，国内における出発点及び終着点の相違によ

るもの以外は両者に明確な差異は見られなかった．

3.1.3  日数及び価格

香港，台湾及び韓国のそれぞれの市場において，日数

と価格の観点から，日本以外の国・地域とどのような関

係にあるのかを見ると，（1例として表―2；香港発の各

国・地域向けのツアーについて，ツアーの90％以上が含

まれることとなる日数及び価格の範囲（上位5％及び下位

5％を排除）を比較），3市場とも共通して，日本ツアーは，

日数の観点から見れば，他の東アジア諸国・地域，タイ，
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資料：「訪日外国人旅行者調査」（独立行政法人国際観光振興機構）より作成
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85% 

80% 

75% 

70% 

65% 

60% 

55% 
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35%
1996-1997 1997-1998 1998-1999 1999-2000 2000-2001 2001-2002 2002-2003 2003-2004

■図―6 国・地域別訪日外国人旅行者に占めるリピーターの割合
の推移

日本

韓国

台湾

北京

タイ

オーストラリア

ヨーロッパ

日数帯 価格帯（香港ドル）

資料：香港大手旅行代理店で販売されているツアー（2005年3月出発）を別途調査 

3泊4日～6泊7日
3泊4日～4泊5日
2泊3日～4泊5日
3泊4日～4泊5日
3泊4日～4泊5日
4泊5日～8泊9日

7泊8日～11泊12日

 4,699～ 7,699
 2,099～ 3,799
 1,099～ 2,540
 1,399～ 2,599
 1,099～ 3,899
 5,999～ 13,299
10,999～16,999

■表―2 日数及び価格からみた各国・地域ツアー（香港発）
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オーストラリア等と競合関係にあり，価格の点から見れ

ば，他の東アジア諸国・地域，タイよりも同じ日数帯では

割高である．

3.2  競争に勝つための方策

日本の各地域が新規顧客の獲得競争に勝つためには

どうすればいいのかについて，前述の日本ツアーの実態

と筆者が以下の要領で実施した外国人観光客の日本旅

行に関する企業注5）（以下「インバウンド企業」という．）へ

のアンケート調査の分析結果のうち，筆者の先行研究に

おいて対象としなかったものを中心に，ツアー造成，広

報及び価格の各事項について，外国人観光客の訪日促

進に関する課題及び対策を考察する．

3.2.1  ツアー造成

先行研究においては，上記アンケート調査の分析結果

として，「インバウンド企業は，『今人気があるツアー，今

後人気がでると考えられるツアー』として，各国・地域に

共通して『北海道周遊』を回答した．結果は，前述の日本

ツアーに選択されることが少ない都道府県のある地方が，

『現在人気があるもの』，『今後人気がでると考えられるも

の』のどちらにも入らなかった．つまり，『人気のある/な

い』，『見込みのある/ない』は明確であり，どちらにも挙げ

られなかった地方については，売り込みの困難性を認識

するとともに，どの市場に何をアピールするのかを慎重に

見極めなければならない．」ことを明らかにした．

次にインバウンド企業が，「日本の強みと弱みは何か」

について回答したもののうち主なもの（表―3）を見ると，

各国・地域によって若干の相違はあるが，「一つのツアー

に多様な魅力を組み込むことができる（美景，TDL，温泉

等々）」，「全国各地に温泉があること」が共通して「日本の

強み」に挙げられていることが分かる．また，「日本の旅行

シーズン（5月，10月）にホテル・フライトを確保できない」，

「食事が合わない」，「外国人を受け入れないホテルがか

なりある」が共通して「日本の弱み」に挙げられている．

上記の日本の弱みのうち，「ホテルを確保することがで

きない」，「外国人を受け入れないホテルがかなりある」，

ということについて，2005年3月から愛知県において開

催され，外国市場に対してPRされていた「愛・地球博」

を一例として分析した．2005年4月11日時点での台湾の

大手旅行代理店で販売されている愛・地球博を含む日

本ツアーを調査した結果，愛・地球博を訪れる前日の宿

泊場所（ホテル・旅館）が名古屋市内にあるツアーはな

く，豊橋にあるものが1割程度ある以外の大半は浜松市

周辺，岐阜県内（高山を含む），琵琶湖周辺（大津，長浜

等）にあるものであった注7）．インバウンド企業の担当者

によると，「名古屋市内を始め愛知県内のホテル・旅館等

については，日本人旅行者向けに確保されてしまい，外

国人向けのツアーのために確保することが難しかったか

ら」とのことであった．

この種の問題に対しては，各種機関の報告書や提言

において「関係者の協力と連携を働きかける」と主張さ

れることが散見されるものであるが，メリットがなければ，

ホテル会社，航空会社は部屋・座席を提供せず，商売で

ある以上，各企業が競争しなければならない部分は残る

ものであるから，単純に「協力と連携を働きかける」だけ

では問題は解決しない．そこで，筆者は，「競争しつつも

全体として交渉力のある共同の枠組み」（図―7：共同の

枠組み）を提案したい．仕組みとしては，①関係者がタイ

アップして（フライトや部屋といった各主体の資源やノウ

■日本ツアーを取り扱う企業へのアンケート

目　的：実際に商品を取り扱う企業の実務者の認識を明らか
 にする
項　目：日本の強み/弱み，今後人気が出るツアー，価格に
 ついての認識，政府，業界が行うべき対策等
送付先：中国人団体観光旅行取扱指定旅行会社注6）117社（日
 本側）
時　期：2005年3月14日送付　2005年4月7日締め切り．
回収数：31

強み 弱み

香港

台湾

韓国

中国

・ホテル，飲食施設のサービス

　水準が全般的に高いのでクレ

　ームが少ない

・一つのツアーに多様な魅力を

　組み込むことができる（美景，

　温泉，TDL等々）

・一つのツアーに多様な魅力を

　組み込むことができる（美景，

　温泉，TDL等々）
・日本の治安のよさ

・質の高いテーマパークがある

・全国各地に温泉がある

・ゴルフが堪能できる

・一つのツアーに多様な魅力を

　組み込むことができる（美景，

　温泉，TDL等々）
・全国各地に温泉がある

・魅力的な買い物場所が豊富

・日本の旅行シーズン（5月，10
　月）にフライト，ホテルが確保

　できない

・ホテル，飲食店で言葉が通じ

　ない

・まちなかでの外国語表示が少

　ない

・日本の旅行シーズン（5月，10
　月）にフライト，ホテルが確保

　できない

・食事が合わない

・ツアースケジュールが過密

・日本の旅行シーズン（5月，10
　月）にフライト，ホテルが確保

　できない

・外国人旅行者を受け入れない

　ホテルがかなりある

・日本の旅行シーズン（5月，10
　月）にフライト，ホテルが確保

　できない

・食事が合わない

・外国人旅行者を受け入れない

　ホテルがかなりある 

資料 ：訪日旅行商品を扱う企業へのアンケート調査（筆者実施）による
表注1：それぞれ該当すると思われる選択肢を選択（最大3つまで複数回答
  可）．

■表―3 日本の強みと弱み（主なもの）



ハウの提供といった協力をして）ツアーを造成することに

より，②ホテル，フライト等の一定量の枠とその中での選

択肢を確保する（例えば，全体としては，何日に何室分確

保してあって，この枠組みに参加しているいくつかのホ

テルの中からどのホテルを選ぶかは自由である），こうい

うセットを作った上で，③それを外国の旅行代理店に示

すことによってツアーを造成してもらう，というものである．

ただし，ホテル，フライト，観光施設といったそれぞれの

カテゴリーの中では競争するということである．

この枠組みのメリットは，④交渉力の強化，交渉の効

率化，これからの有望市場の確保にあるが，⑤この枠組

みを成功させるためのインセンティブとして，行政からの

補助，事業者間でのマッチングサービスの導入，事例紹

介等が必要である．特に航空会社やホテルの経営戦略

においても，参加することにメリットがある枠組みにする

ことが不可欠であると考えられる．また，外国人の日本旅

行者数の増加に伴い，外国の旅行代理店及び日本インバ

ウンド企業はホテル・旅館や観光施設等に対して新規取

引の働きかけを進めている．しかし，現時点では「日本

のホテル・旅館，観光施設等と新規取引を行いたい旅行

代理店」すなわち需要側と「新たに外国人旅行者を受け

入れたいと考えるホテル・旅館，観光施設等」すなわち

供給側との情報のやりとりが円滑に行われているとは考

えにくい．そこで，例えば，独立行政法人国際観光振興

機構（JNTO）又は複数の都道府県が共同して，「日本旅行

を取り扱う外国旅行代理店のリスト」及び「外国人旅行

者受入意向のあるホテル・旅館，観光施設等のリスト」を

作成し，それぞれを供給側，需要側に提供することで，こ

の情報の伝達を円滑にし，需要側と供給側の取引の活

性化を図ることができるのではないかと考えられる．今

回は，「フライト，ホテルの確保」を中心に各主体の「協力

と連携」の一つの提案を行ったところであるが，より実効

性のあるものとするためには，誰が主体となってこの仕

組みを構築するか，誰がどのような責任を負うか等を国

内外の事例の調査等で明らかにしていくことが必要であ

り，今後の課題である．なお，当然のことではあるが，各

市場の特徴をつかんで，「最も売れるツアー」を造成する

ことが最も大切であり，この点についても，インバウンド

企業をはじめとする各主体の協力が重要である．

3.2.2  広報

地方公共団体を始めとした行政の広報活動を中心に，

広報における課題とその対応策について論じる．これま

でに筆者が明らかにした日本ツアーの実態及びインバウ

ンド企業の方へのアンケートの回答から，都道府県の中

の全ての観光地をまんべんなく広報しているためメリハ

リに欠ける，外国市場への広報が単発である，各地域が

バラバラに動いているため，交渉力に欠けているといっ

た問題点を指摘することができる．

各都道府県のホームページには，外国人向けに観光ス

ポットや観光コースの紹介をしているものが相当数存在し

ており，その大多数は，当該都道府県の主要観光スポッ

トを全て網羅するものとなっている．しかし，3.1において

示したとおり，各都道府県における日本ツアーのルートは

極めて限られているため，「売れないもの，人気がないも

の」まで広報している結果となっている．また，上海，広

州，香港，台北，ソウル等での旅行フェアへの出典，商談

会の開催，外国旅行代理店へのプロモーションを行う都

道府県も見られるところであるが，その回数は必ずしも

多くない（年に1～4回程度）．そして，これらの取組につ

いて，一部の地方では各都道府県で共同して行う動きが

見られるが，単独の都道府県での取組がなされているこ

とも多く，その結果として，「隣接する都道府県でお客を

奪い合う形となり，外国旅行代理店等との交渉で不利に

なっている」とのインバウンド企業からの指摘もあった．

これらの問題への対応策について，それぞれ提案し

たい．まずは，当面の対策としての「焦点を絞ったPR，こ

れから売れそうなものに絞ったPR」と長期的な対策とし

ての「安定的に旅行者を獲得していくためのPR」である．

なぜメリハリがないのか，的を射ていないのか．それは，

単に「自分の売りたいもの」をPRしているから，特定の観

光スポットやホテル・旅館を特別扱いできないからであ

る．しかし，日本人相手の旅行商品や他の業界を見ると，

実は売れているものPRやランク付けといった焦点を絞っ

たPR，これから売れそうなものに絞ったPRが，頻繁に行

われている．そして，売れているもののPRは「顧客」の選

択の結果を示しているだけで，特別扱いではないのであ

り，これがサービス提供側の競争を刺激していることに

もなっているのである．ただし，安定的に旅行者を獲得
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複数の行政機関

複数の航空会社
カテゴリーの中では競争

①タイアップして
　ツアー造成

多数の旅館・ホテル
カテゴリーの中では競争

多数の観光施設等
カテゴリーの中では競争

複数のインバウンド業者
カテゴリーの中では競争

②全体でホテル，フライト等の一定量
　の枠とその中での選択肢を確保

⑤インセンティブとして，行政か
　らの補助，マッチングサービス，
　事例紹介等

④メリットとして，交渉力の強化，
　交渉の効率化，有望市場の確保

③まとまって交渉
外
国
の
旅
行
代
理
店

■図―7 共同の枠組み
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していくためには，次 と々新しい魅力をPRする，同じ魅

力でも見せ方を変えていく等の工夫が必要である．

次に，継続的に広報活動を行う仕組みとして，提案し

たいのが「タイアップ」である．行政，地元企業はお客が

何を求めているかを知らない，旅行代理店等とのコネク

ションがないといった問題がある一方で，国内のインバ

ウンド業者は，どのようなものが「受ける」のかを知って

いる．インバウンド企業からの指摘によると，「受ける」も

のは，極めて具体的であり，例えば，この山のこの角度

からの写真がいいとか，単なる雪景色ではなくて，丹頂

鶴が写っているものがいいとか，そういうことを知ってい

る．そして，外国の旅行代理店とは日々 付き合いがある．

しかし，人手が足りない，お金が足りないという問題で

自社だけで広報活動をすることには限界がある．そこで，

行政や地元企業と国内インバウンド企業がお互いの強み

を活かし，弱みを補い合うことで，より効果的で，継続的

な広報ができる．

そして，これらの取組を，観光ルートの設定上協力す

ることが有効であると考えられる都道府県が共同して行

うことにより，外国の旅行代理店等との間でも交渉力を

確保することができるのではないか．

3.2.3  価格

価格については，3.1.3において示したとおり，同じ日

数で比較した場合に他のアジア諸国・地域よりも明らか

に高い．日本ツアーの価格が，外国の旅行者，外国旅行

代理店でどのように評価されているのかについて，イン

バウンド企業にアンケートした結果を見ると（図―8），回

答として多いのは「とにかく高い」，「質の割には高い」，

「シーズンによる価格差が大きい」である．

ではどうすべきか，という問いに対する回答を見ると

（図―9），価格が高いから「とにかく下げるべき」という

ことではなく，「安売りするべきではない」や「幅広い料金

設定」をするべきという回答が上位に来ている．これは，

人気がなくなってしまうと回復するのは極めて難しい，日

本に対するいい印象を壊してはいけない，初めて来た方

に日本への悪い印象を持たれてはいけない，ということ

であり，価格よりも「質」，「顧客満足度」を重視しなけれ

ばならないことを表している．これらのことから，日本ツ

アーの価格については，外国市場で販売されている日本

ツアーの価格が比較的高いことは事実であり，実際に外

国人旅行者や外国の旅行代理店でも高いと認識されて

いるが，だからといって安易に「安売り」（質を下げて価

格を下げる）してはいけない，すなわち，価格を下げる

努力は必要であるが，質を下げるべきではない．

4――顧客満足度を高めるにはどうしたらいいのか

これまで進めてきた分析を基に，我が国が安定的に旅

行者を獲得していくためにはどうすればいいのかについ

0 5 10 15 20 25 30

とにかく高い

合理的な価格である

とにかく安い

質と価格に応じて幅広い選択肢
がある

質の割には高い

質の割には安い

価格の幅が小さい

シーズンによる価格差が極めて
大きい

（回答数）

資料 ：訪日旅行商品を扱う企業へのアンケート調査（筆者実施）による
図注1：それぞれ該当すると思われる選択肢を選択（最大3つまで複数回答可）．

北京

上海

広州

香港

台湾

韓国

■図―8 価格について，外国の旅行者，旅行代理店にどう評価され
ているか

0 5 10 15 20 25 30 35

これ以上「安売り」するべきではない

旅行者の選択肢を拡大するため，幅広い料金設定をするべき

まず一度来てもらうことが大事だから，ある程度質を下げても価格
を安くすべき

旅行者に訪日旅行の質の高さを知ってもらうべき

価格を安く抑える方法を知ってもらうべき

ホテル・旅館の料金体系を変えるべき

航空便を増やすべき

取引関係の拡大を行うべき

質を下げずに価格を下げるべき

長期的には，質の向上に見合った価格引き上げを行うべき

政府が支援措置を講ずるべき

資料 ：訪日旅行商品を扱う企業へのアンケート調査（筆者実施）による
図注1：それぞれ該当すると思われる選択肢を選択（最大3つまで複数回答可）．

（回答数）
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広州
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台湾

韓国

■図―9 価格についてどのような対策を取るべきか



て論じる．「旅行者が何回も行きたいと思う要因」を明ら

かにすることは極めて難しく，今後の課題であると考え

られる．そこで，本論文では，概ね10年～15年後を念頭

に置きつつ，「安定的に旅行者を獲得していくために，リ

ピーターにならない人を減らすにはどうすればいいのか」

すなわち，「満足しなかったからリピーターにならない」

こと及び「十分に満足したが，見るべきものはすべてみ

たと思うからリピーターにならない」ことへの対策として，

「顧客満足度を高めるにはどうしたらいいのか」を論じる．

4.1  なぜ満足しなかったのか，どうすればいいのか（情報の問題）

「満足した」のか，「満足しなかった」のかは，事前の認

識によるところが大きく，満足しなかったとすれば，その

原因は情報が不適切で事前に過度の期待を抱いていた

か（情報の質の問題），事前の情報がなかったため質の

高いものを選べなかった（情報の量の問題）か，である．

そこで，この情報の問題への対応策として，

・「外国からの旅行者の声」を丹念に収集

・「サービスに対する品質保証」

・「サービス提供者に対する格付け」（ホテル注8），飲食

店等）

・外国で提供されている不適切な日本情報を正す

ことが重要である．

外国からの旅行者個人の意見の収集については，独立

行政法人国際観光振興機構（JNTO）が2005年に「訪日外

国人旅行者満足度調査」を行っている．当該調査におい

ては，旅行者の属性（居住地・地域，性別・年来，訪日目

的等）の他，日本のイメージ（訪日前と訪日後），満足した

場所，経験，期待はずれだった場所，経験，インターネッ

ト使用状況，日本滞在中の消費額概算等について調査を

行っている．日本旅行の満足度向上を図る上で有益な情

報が得られており，定期的に行うべきものである．しかし

ながら，旅行者の意見を踏まえて具体的な対策に講じて

いくという観点からは，自由記載された意見として載せら

れているものを除くと，当該調査において日本に対する

否定的意見・理由としてあげられた事項が直ちに役に立

つものではない．それは，否定的意見・理由として「ごみ

ごみして人・車が多すぎる」，「都市が魅力に欠ける」，「言

葉が通じない」，「外人用案内標識が不備」，「ショッピン

グがつまらない」，「食事になじめない，不味い」といった

意見が掲げられているが，旅行者が実際にこのように感

じた場所，施設，サービス等が具体的に明らかにされて

いないからである．

先行研究においては，この点を踏まえて，「実際に参加

した日本ツアー」に対する外国人観光客の評価の1例と

して，韓国から日本ツアーに参加した方が，ツアーを主催

した韓国の旅行代理店に寄せた「参加ツアーの評価」を

収集した（表―4）．ところ，「意見の内容自体は極めて具

体的であり，「どのツアーの日程が過密であったか」，「ど

のツアーのどのホテルの質が悪かったか」，「どの料理が

合わなかったか」等が記載されているものが大半であっ

た．」ことを明らかにした．

また，社団法人日本観光通訳協会（JGA）のホームペー

ジに寄稿されている志緒野氏の「「外国人観光客に魅力

ある観光スポット」に関するアンケート調査報告」におい

て指摘されているように，現場の通訳ガイドの意見が旅

行代理店側に必ずしも十分に伝わっていない可能性が

ある．これを踏まえて，旅行者個人，通訳ガイド，旅行代

理店のうち一つの主体の意見を収集するだけではなく，

それぞれの主体の具体的な意見を幅広く収集していくこ

とが重要である．

（表―4）において，添乗員・通訳ガイドに関して最も多

く意見が寄せられていることが分かるが，さらに，インバ

ウンド企業の方に「行政や企業が取り組むべき対策につ

いて」アンケートした結果と合わせてみても，（図―10），

添乗員・通訳ガイドの重要性が表れている．

通訳ガイドについては，無資格のガイドが日本の観光ス

ポットを案内するケースが多々ある現状に鑑み，国は従来

の「通訳案内業法」を改正する「通訳案内士法」を成立

（2005年6月3日）させ，無資格ガイドの排除，有資格通訳ガ

イドの利用促進を進めることとした（2006年4月から施行）．

ただし，ガイドに関する施策について，これだけで本

当に十分な効果はあるのか，「都道府県の域内だけの需

要」はあるのか，ボランティアガイドとの差別化を図らな

ければならないのではないか注4），といった疑問が生じ

るところである．そもそも現在の通訳ガイドは，報道や現

役の通訳ガイドの意見によると，全体としては有資格通訳

ガイドの数が少ない（1万人に満たない）が，仕事がない，

稼げないから他の翻訳，語学講師で生計を立てている

方が非常に多くなっているのが現状であり注10），法律で

定められた「業務独占」が確保されていない．このような
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事項 満足 不満

資料：「外国人観光客の観光行動の把握手法の試行及びその結果の分析について」
 （筆者「交通学研究」2006）

（　）内は件数

日程

バス移動

食事

買い物

ホテル

添乗員・通訳ガイド

温泉

雪，火山等自然

参加者

余裕があってよい（2）

良かった（7）
良かった（1）
良かった（3）
良かった（17）
良かった（2）
良かった（3）

過密だった（7）
長すぎる（7）
合わなかった等（3）
立ち寄りはいらない（1）
劣悪だった（2）
不親切だった（1）

年齢がバラバラ，多すぎる（2）

■表―4 日本ツアーに対して寄せられた旅行者の意見（主なもの）
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現状を改善することが必要であると考えるが，これらの

施策で十分であろうか．政府が実施する施策の効果を

常に検証し，実効性を高めていく取組みを続けていくこ

とが必要であろう．

4.2  見るべきものは全て見たと思わせない

また，日本で見るべきものは全て見たと思わせないた

めに何をなすべきか．今回，必ずしも十分なデータを収

集できたわけではないので，数値として示すことはでき

ないが，日本の多様性を活かすことが一つの解決策であ

る．韓国，台湾，香港の旅行代理店で同時期に販売され

ている日本以外の諸外国向けパッケージ・ツアー（2005年

3月を出発日とする）について，どのような観光ルート（1都

市，周遊等）のツアーが多いか，どのような目的（リゾート，

世界遺産見学等）のツアーが多いかといった観点でおお

まかな比較を行ってみると，例えば，

・韓国，台湾，香港はそれぞれソウル，台北，香港の都

市観光が中心でその他の地域へのツアーが極めて少

ないこと

・東南アジア諸国では，タイを除き，ほとんどがリゾート

目的のツアーであること

・オーストラリアについてもシドニー，エアーズロック，グ

レートバリアリーフといった定番のコースを巡るものが

多いこと

・一方で，日本ツアーについては，北海道，関東，関西，

九州，沖縄等種類が豊富であること

が判明した注11）．この日本ツアーの種類の多さ，すなわ

ち日本の多様性を日本に旅行した際に実感してもらう工

夫（例えば，帰国する空港において日本の他地域の魅力

をアピールすること等）をすることが重要である．

4.3  調査，分析，知見の共有

外国人観光客の訪日の促進と安定的な旅行者の獲得

のためには，現状の理解，問題点の把握，解決策の構築，

実行のために必要な情報が得られていること，十分に分

析されていること，その知見が共有されていることが必

要不可欠である．しかし，行政，業界，旅行者，研究者の

それぞれの間の情報経路が断絶していること，情報を蓄

積，分析，共有するための場がないこと，外国のデータ

がとれないとの認識が支配的であること，等が指摘でき

る．例えば，図―10を見ると，「インバウンドを扱ってい

る旅行業界の意見を聞くべきである」との回答が上位に

来ており，インバウンド業界と行政との乖離の現状の一

端が現れている．そこで，国や独立行政法人国際観光振

興機構（JNTO）は，行政，業界，旅行者，研究者のそれ

ぞれの情報，分析，意見をしっかりと把握し，必要な情

報の収集，分析，共有を進め，それぞれの乖離を解消す

るため，情報・知見を共有する場としての「情報センター」

の設置，改善，各主体が一同に会して検討する場の設定，

各種施策の実行，フォローアップへの各主体の参画等の

施策を実施していく必要がある．

また，今回の筆者の研究において，何らかの形で得る

ことができるデータはかなりあることを示すことができた．

ともすれば感覚的な議論に終始してしまいがちな観光研

究からデータに基づく観光研究へと転換を図っていくべ

きである．

5――まとめ

本研究においては，世界観光機関，国土交通省，諸外

国政府等の各種統計データを組み合わせて詳細に分析

することによって，国際観光において日本は人気がない

国ではないが，東アジア諸国・地域における顧客獲得競

0 10 20 30 40 50 60 70 80

資料 ：訪日旅行商品を扱う企業へのアンケート調査（筆者実施）による
図注1：行政，業界それぞれにつき，行うべき対策について優先順位の高い順に5項目を選択．
図注2：1位を5ポイント，2位を4ポイント，3位を3ポイント，4位を2ポイント，5位を1ポイントとして集計．

中国からの訪日団体旅行可能地域の拡大

査証免除の恒久化（韓国，台湾）

旅行業界に対する，財政上，税制上の支援

インバウンドを扱っている旅行業界の意見を聞く

入国審査にかかる時間の短縮

価格と質に応じた選択肢の幅を広げる

ガイドに対する宿泊料金の無料化

サービスの多様化

ガイドの技能水準向上

日本の「強み」を強調したツアー造成，PR

（ポイント）

■図―10 取り組むべき対策（上位10項目）



争で優位に位置しているわけではないことを明らかにし

た．また，今後長期に渡って旅行者を獲得し，旅行者到

着数を増やしていくためには，リピーターの獲得が極めて

重要であるが，香港及び台湾市場でリピーターを十分に

は獲得できていない可能性があることを明らかにした．

そして，このような現状を踏まえた今後の対策として，

ツアー造成における「競争しつつも全体として交渉力の

ある共同の枠組み」，広報における「売れているものの

PR」，「タイアップ」，リピーター獲得のための「情報の問題

への対応」，「ガイド対策の充実」等を提案した．

なお，本研究は，今後10年～15年後にわたって安定

的に旅行者を確保していくことを念頭に置きつつ，当面

の課題と対策を提示したものであるが，10年～15年後

にかけての需要構造の変化についての分析が必要であ

ること，今後の対策について，分析におけるデータ数が

少ないこと，対策の実施についての具体的なプロセスに

ついての検討が欠けていること，行政の役割についてイ

ンフラ整備や入管制度等の改善といった視点を加える

必要があること等の課題があり，今後はこの点を踏まえ

た更なる分析が必要である．

謝辞：本研究は，筆者が運輸政策研究所に研究員とし

て在籍中に行った研究成果の一部である．本研究を進

めるに当たり，終始暖かいご指導を頂いた中村英夫前運

輸政策研究所長，森地茂運輸政策研究所長ほか，田邉

勝巳氏をはじめ運輸政策研究所員の皆様に感謝申し上

げるところである．

注

注1）例えば，毎日新聞（2005年5月21日朝刊）では，「03年の各国の外国人旅行

者数を見ると，日本は521万人で世界で32位で，アジアの中でも7位と低水準

にとどまっている」，毎日新聞（2003年1月26日朝刊）では，「海外に向かう観

光客は年間1,600万人台だが，入ってくる外客はわずか400万人台でしかな

い．その比率は先進国で最も低く，世界全体では30番台後半で韓国の下に

あり，発展途上国のバングラデシュの近くにある．用はトヨタやソニーの製品

には人気があっても日本に行ってみようという人が少ないのだ．これはモノ作

りにかまけて肝心の国のイメージ作りがまるで幼稚で下手だったからだろう．」

とされている．

注2）独立行政法人国際観光振興機構（JNTO）資料における訪日外国人旅行者数

は，「法務省資料に基づき，外国人正規入国者のうちから日本に永続的に居住

する外国人を除き，さらに一時上陸客等を加えて集計した」ものとされている．

注3）受入国・地域側の統計を基に算出しているが，厳密には各国・地域での

統計基準が異なるため，同一指標として比較することはできない．

注4）今回は，「訪日外国人旅行者調査」において，「日本訪問が2回目以上であ

ると回答した者」をリピーターとして計算している．また，目的別の訪問回数に

ついては，直近3回分のデータしかないため今回は掲載していないが，本文

で記述した内容と同じ傾向を示している．

注5）観光は「一人十色」と言われるように，個人による相違だけではなく，同一

人であってもその時期，状況等によって認識が大きく変わるため，今回は個

人へのアンケートを行うのではなく，日々 旅行商品を大量に取り扱うインバウ

ンド企業の実務者へのアンケートを行うこととした．

注6）中国国民訪日団体観光旅行については，平成12年6月に日中両国政府間で

合意された実施要領に基づき，それぞれの政府が指定する旅行会社によっ

て取り扱われることとされている．今回のアンケートにおいては，2004年9月

9日に指定された旅行社までを対象としている．指定された旅行社には中国

からの訪日旅行を専門に扱う旅行社以外にも韓国，台湾，香港等からの訪日

旅行を取り扱う旅行社も多数含まれている．

注7）その他にも長野県内や京都市内を前日の宿泊場所とするツアーもあった．

注8）今回調査対象とした旅行代理店では，既に日本国内のホテル・旅館等につ

いて3段階～5段階程度の独自の格付けを実施しており，パンフレットやホー

ムページにおいて公表している．

注9）「第一回JNTO特別顧問会議開催報告」（平成16年9月21日開催）において

も，「通訳ガイドの問題．試験はJNTOが国からの委託を受けてやっているが，

JNTOの意思を感じない．例えば，グッドウィルガイド，日本観光協会の観光ボ

ランティアガイド，難しい国家試験を必要とする通訳ガイドなどがあるが，そ

れぞればらばらであり，整理をする必要がある．JNTOが意思をもって国家試

験をどうするか考えて欲しい．ガイドを試験で養成するが，そのデリバリーシ

ステム（利用してもらうための環境）がない．中国からのツアーは，なるべく安

くしたいのでガイドを使うことを考えていない．いかにガイドも含め良質な旅

行を提供するか，システムを変える必要がある．」と指摘されている．今回の

法律改正で対応がなされた部分もあるが，ボランティアガイド等と新設され

る通訳案内士との整理は現時点では必ずしも明らかではないと考えられる．

注10）2005年6月6日付「読売新聞」朝刊では，「1日のガイド料は2万5000円～3

万5000円が相場だが，季節で仕事量が増減して収入が安定しないため，資

格を持つガイド（9,650人）のうち，活動しているのは1,500人弱とされる．」と

されている．

注11）逆に言えば，韓国，台湾等においてはソウルや台北以外の地方に外国人

観光客を引きつけることが大きな課題となっている．
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Policy for promoting inbound tourism to Japan

By Kenji TANAKA

The world is undergoing great changes with the steady advance of globalization. International tourism is getting prosperously and

to attract foreign tourists to Japan is important. To promote inbound tourism to Japan, it is important to analyze the current situation

of Japan and the problem. However, the analysis of those, especially based on data, is insufficient up to now. Therefore, I tried

detailed examination and a survey of the tour route and tour spot of foreign tourists, especially tourists from East Asia. This paper

shows the result of the survey and points out the measures.

Key Words : tourism, promoting inbound tourism to Japan, repeater, tour route, tour guide
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